
別紙１

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

・リース資産を除く固定資産－定額法

・リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準

・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、当法人で採用している(一財)愛知県民間社会福祉事業職員共済会

　　　　　　　　　退職共済制度に基づき、退職共済制度掛金相当額を退職給付引当金として計上している。

・賞与引当金　　－職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当該会計年度の負担に属する金

　　　　　　　　　額を、賞与引当金として計上している。

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

当法人は、(独)福祉医療機構の実施する退職共済制度及び(一財)愛知県民間社会福祉事業職員共済会の実施する

退職共済制度を採用している。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

   当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1)法人全体の計算書類(第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)

(2)事業区分別内訳表(第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)

   当法人では、社会福祉事業のみを実施しているため作成していない。

(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)

(4)各拠点区分におけるサービス区分の内容

  ア　本部拠点（社会福祉事業）

　　　 　本部サービス区分

  イ　陽だまりこども園拠点（社会福祉事業）

　　　 　陽だまりこども園サービス区分

  ウ　かるがもハウス猪高台拠点（社会福祉事業）

　　　　 かるがもハウス猪高台サービス区分

  エ　ひだまりkids八前保育園拠点（社会福祉事業）

　　　 　ひだまりkids八前保育園サービス区分

  オ　かるがもハウス浅草橋拠点（社会福祉事業）

　　　 　かるがもハウス浅草橋サービス区分

  カ　かるがもハウス神丘拠点（社会福祉事業）

　　　 　かるがもハウス神丘サービス区分

　キ　ひだまりkids茶屋ヶ坂拠点(社会福祉事業)

         ひだまりkids茶屋ヶ坂サービス区分

　ク　いのこし保育室拠点(社会福祉事業)

        いのこし保育室サービス区分

　ケ　(仮称)ひだまりkids葵保育園拠点(社会福祉事業)

       (仮称)ひだまりkids葵保育園サービス区分

　コ　(仮称)ふじがおか保育園拠点(社会福祉事業)

       (仮称)ふじがおか保育園サービス区分

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物
合計

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

計算書類に対する注記（法人全体用）

93,659,758 193,323,239 7,209,732 279,773,265

93,659,758 193,323,239 7,209,732 279,773,265



８．担保に供している資産

該当なし

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産）

建物

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

建設仮勘定

合計

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

227,140,373

取引条件及び取引条件の決定方法等

　(注1)当法人は銀行借入に対して加藤芳彰理事長より債務保証を受けている。

　　 　なお、保証料の支払は行っていない。

理事長 加藤芳彰
当法人の銀行借
入に対する被保
証(注1)

10,000,000 設備資金借入金

理事長 加藤芳彰 資金の借入 34,644,000 役員等短期借入金
金銭消
費貸借
の締結

1,013,571

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼務等

事実上
の関係

46,975,263 15,929,836 31,045,427

議決権
の所有
割合

893,098,880 128,596,555 764,502,325

（１）関連当事者との取引の内容
　　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

種類
法人等の

名称
住所

資産総
額

事業の
内容又
は職業

227,140,373

9,467,170 74,530,563

5,780,780 5,004,152 776,628

34,644,000

322,992,423 43,219,158 279,773,265

206,212,308 54,976,239 151,236,069

83,997,733



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

・リース資産を除く固定資産－定額法

・リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準

・退職給付引当金－該当なし

・賞与引当金　　－該当なし

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

該当なし

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)本部拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))は省略している。

(3)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

器具及び備品

合計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

1,998,700 537,115 1,461,585

1,998,700 537,115 1,461,585

計算書類に対する注記　（本部拠点区分用）



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

・リース資産を除く固定資産－定額法

・リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準

・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、当法人で採用している(一財)愛知県民間社会福祉事業職員共済会

　　　　　　　　　退職共済制度に基づき、退職共済制度掛金相当額を退職給付引当金として計上している。

・賞与引当金　　－職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当該会計年度の負担に属する金

　　　　　　　　　額を、賞与引当金として計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
(独)福祉医療機構の実施する退職共済制度及び(一財)愛知県民間社会福祉事業職員共済会の実施する

退職共済制度を採用している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)陽だまりこども園拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))の作成は省略している。

(3)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))の作成は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物
合計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産）

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

建設仮勘定

合計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項該当なし

386,716,824 55,674,906 331,041,918

10,855,688 4,913,257 5,942,431

227,140,373 227,140,373

4,615,580 3,838,954 776,626

93,659,758 0 7,209,732 86,450,026

129,669,184 43,219,158 86,450,026

14,435,999 3,703,537 10,732,462

　　　　計算書類に対する注記（陽だまりこども園拠点区分用）

93,659,758 7,209,732 86,450,026



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

・リース資産を除く固定資産－定額法

・リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準

・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、当法人で採用している(一財)愛知県民間社会福祉事業職員共済会

　　　　　　　　　退職共済制度に基づき、退職共済制度掛金相当額を退職給付引当金として計上している。

・賞与引当金　　－職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当該会計年度の負担に属する金

　　　　　　　　　額を、賞与引当金として計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
(独)福祉医療機構の実施する退職共済制度及び(一財)愛知県民間社会福祉事業職員共済会の実施する

退職共済制度を採用している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)かるがもハウス猪高台拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))の作成は省略している。

(3)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))の作成は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物

構築物

器具及び備品

合計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

33,715,257 15,248,072 18,467,185

　　　　計算書類に対する注記（かるがもハウス猪高台拠点区分用）

28,779,795 13,190,732 15,589,063

2,324,205 806,962 1,517,243

2,611,257 1,250,378 1,360,879



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

・リース資産を除く固定資産－定額法

・リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準

・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、当法人で採用している(一財)愛知県民間社会福祉事業職員共済会

　　　　　　　　　退職共済制度に基づき、退職共済制度掛金相当額を退職給付引当金として計上している。

・賞与引当金　　－職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当該会計年度の負担に属する金

　　　　　　　　　額を、賞与引当金として計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
(独)福祉医療機構の実施する退職共済制度及び(一財)愛知県民間社会福祉事業職員共済会の実施する

退職共済制度を採用している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)ひだまりkids八前保育園拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))は省略している。

(3)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

８.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

合計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

4,983,244 3,227,229 1,756,015

59,919,244 24,757,748 35,161,496

5,438,329 1,691,786 3,746,543

960,000 959,999 1

48,537,671 18,878,734 29,658,937

計算書類に対する注記（ひだまりkids八前保育園拠点区分用）



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

・リース資産を除く固定資産－定額法

・リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準

・退職給付引当金－退職給付引当金の設定は行っていない。

・賞与引当金　　－職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当該会計年度の負担に属する金

　　　　　　　　　額を、賞与引当金として計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
(独)福祉医療機構の実施する退職共済制度を採用している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)かるがもハウス浅草橋拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))の作成は省略している。

(3)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))の作成は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物

器具及び備品

合計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

36,990,314 6,104,075 30,886,239

2,106,314 820,958 1,285,356

　　　　計算書類に対する注記（かるがもハウス浅草橋拠点区分用）

34,884,000 5,283,117 29,600,883



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

・リース資産を除く固定資産－定額法

・リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準

・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、当法人で採用している(一財)愛知県民間社会福祉事業職員共済会

　　　　　　　　　退職共済制度に基づき、退職共済制度掛金相当額を退職給付引当金として計上している。

・賞与引当金　　－職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当該会計年度の負担に属する金

　　　　　　　　　額を、賞与引当金として計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
(独)福祉医療機構の実施する退職共済制度及び(一財)愛知県民間社会福祉事業職員共済会の実施する

退職共済制度を採用している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)かるがもハウス神丘拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))の作成は省略している。

(3)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))の作成は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物

構築物

器具及び備品

合計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

36,882,082 6,879,354 30,002,728

2,754,082 1,179,924 1,574,158

　　　　計算書類に対する注記（かるがもハウス神丘拠点区分用）

31,324,941 5,086,482 26,238,459

2,803,059 612,948 2,190,111



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

・リース資産を除く固定資産－定額法

・リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準

・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、当法人で採用している(一財)愛知県民間社会福祉事業職員

　　　　　　　　　共済会退職共済制度に基づき、退職共済制度掛金相当額を退職給付引当金として退職給付

　　　　　　　　　引当金として計上している。

・賞与引当金　　－職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当該会計年度の負担に属する金

　　　　　　　　　額を、賞与引当金として計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
(独)福祉医療機構の実施する退職共済制度及び(一財)愛知県民間社会福祉事業職員共済会の実施する

退職共済制度を採用している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)ひだまりkids茶屋ヶ坂拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))の作成は省略している。

(3)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))の作成は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

合計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

90,357,020 19,346,833 71,010,187

205,200 205,199 1

13,319,900 3,952,523 9,367,377

　　　　計算書類に対する注記（ひだまりkids茶屋ヶ坂拠点区分用）

62,685,901 12,537,174 50,148,727

14,146,019 2,651,937 11,494,082



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

・リース資産を除く固定資産－定額法

・リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準

・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、当法人で採用している(一財)愛知県民間社会福祉事業職員

　　　　　　　　　共済会退職共済制度に基づき、退職共済制度掛金相当額を退職給付引当金として退職給付

　　　　　　　　　引当金として計上している。

・賞与引当金　　－職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当該会計年度の負担に属する金

　　　　　　　　　額を、賞与引当金として計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
(独)福祉医療機構の実施する退職共済制度及び(一財)愛知県民間社会福祉事業職員共済会の実施する

退職共済制度を採用している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)いのこし保育室拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))の作成は省略している。

(3)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))の作成は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

器具及び備品

合計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

　　　　計算書類に対する注記（いのこし保育室拠点区分用）

302,900 48,452 254,448

302,900 48,452 254,448



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

・リース資産を除く固定資産－定額法

・リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準

・退職給付引当金－令和3年3月31日現在該当なし

・賞与引当金　　－令和3年3月31日現在該当なし

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
令和3年3月31日現在　該当なし

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)(仮称)ひだまりkids葵保育園拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))の作成は省略している。

(3)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))の作成は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物
合計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物(基本財産)

構築物

器具及び備品

合計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

令和3年4月1日より開所

245,243,039 0 245,243,039

7,069,678 7,069,678

　　　　計算書類に対する注記（(仮称)ひだまりkids葵保育園拠点区分用）

193,323,239 193,323,239

44,850,122 44,850,122

193,323,239 193,323,239

0 193,323,239 0 193,323,239



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

・リース資産を除く固定資産－定額法

・リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準

・退職給付引当金－令和3年3月31日現在該当なし

・賞与引当金　　－令和3年3月31日現在該当なし

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
令和3年3月31日現在　該当なし

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)(仮称)ふじがおか保育園拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))の作成は省略している。

(3)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))の作成は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

器具及び備品

合計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

令和3年4月1日より開所

　　　　計算書類に対する注記（(仮称)ふじがおか保育園拠点区分用）

973,500 973,500

973,500 0 973,500


